
3 款 1 項 7 目

17 年度 設定なし

12,952

2.39
8,135
0

19,442
8,141

0
0

0
7,498
0
0
0

3,420
9,721
0

8,135
1.202.39

8,135
0

19,442
7,338
0
0
0

13,904

2.39
7,999
0

19,117
7,494
0
0
0

13,321

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
1,698
19,117

0

1,800
19,442
21,242 10,918

9,721
1,197 1,651

19,442
21,093

市の広報誌などで制度の周知を行なうとともに、年金事務所や福祉課と連携をとり、市民の方が年金受給権を
失うことがないよう申請漏れを防ぐ。

日本国憲法の理念に基づき、老齢、傷害又は死亡によって国民生活の安定がそこなわれることを国民の共同
連帯によって防止し、健全な国民生活の維持及び向上を図る。

事業の目的

市民の年金受給権の確保に努めることにより、無年金者の減少を図る。

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

保険年金課

国民年金法
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

宮岡 隆
所管課情報 担当課： 524

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 国民年金被保険者及び受給者

福岡 富美子

評価対象外事業
国民年金取扱事務事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
福祉施策の向上と充実

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

4640
25年度実績9月末の実績25年度予定

事業活動の実績（活動指標）
24年度実績単位項目

窓口受付件数

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

4384件数 41272414

8,2851,6571,6571,6571,6571,657
年度

実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-
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成果指標
窓口受付件数

0041274384

平成２６年４月１日から、国民年金法の一部改正により、国民年金保険料の免除等が過去２年１ヶ月分ま
で延長されたため、制度の周知を徹底するとともに、免除申請の認定審査にあたっては、最大で４年分の
所得情報の確認が必要となるため、システム改修等の対応をしていかなければならない。

自己評価
4目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

年金受給に関する申請の窓口受付件数を指標とし、市民の年金受給権が確保され、制度が円滑に行われて
いることの成果を測る。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度 目標27年度
0046404640

受益者負担の適正 4

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

B

B
手段の最適性 4

コスト効率 3

成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

市の関与の妥当性 4
事業の効果 4

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 4

課題認識

国民年金制度の内容が、度々改正され複雑化してきているので、制度の周知徹底を図るとともに、市民
の立場に立ち、分かりやすく丁寧な対応を心がける必要がある。

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

コスト効率 3
受益者負担の適正 4

B

二次評価
二次評価

（所属部長）
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


